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チリの民主化問題と新政権の課題

はじめに

I 民主化勢力と軍政との交渉

II 新政権の成立

III 新政権の政策方針

N 新政権の政策遂行上の問題点

おわりに

はじめに

チリでは1989年 12月14日に行なわれた総選挙

〔大統領・上下両院議員選挙〉の大統領選で反軍政民

主化勢力が勝利した。この結果， 1990年3月11日

にエイルウィン（P.Aylwin）政権が発足し，アジ

ェンデ（S.Allende）人民連合政権が73年9月11日

のクーデターで打倒されて以来日年半続いたピノ

チェー〔A.Pinochet）軍事政権は終結した。平和

的な民政移管が実現したのである。

このエイルウィン政権は4年間の臨時政権であ

る。その課題はクーデター以来破壊された「民主

主義」の再建と，分裂した「国民の和解」のため

の諸政策を実施することである。とりわけ最大の

課題は，政治的には， 1980年憲法の修正，文民統

制の再確立，人権保障（軍政下での人権侵害究明問題

を含む〕であり，社会的には労働者の諸権利の回

復，経済的には軍政下でさらに貧窮化した貧困層

のための社会支出の拡大，対外的には軍政期に国

際的に孤立した外交関係の修復である。

1988年10月5日の次期大統領国民信任投票での

反軍政民主化勢力の勝利を契機として，反軍政民
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主化勢力とピノチェ一軍事政権（軍部・警察・保守

勢力）との間で「交渉」による民主化が進展した。

新政権成立までの約1年半の間に， 1980年憲法は

部分的に修正され，共産党も合法化された。経済

界と労働界の「社会協約」も成立し，クーデター

以来断絶していたソ連，東欧諸国等との国交も回

復された。また新政権の政策のなかには軍政下で

確立された自由開放経済体制・政策の大幅な変更

は予定されておらず，現在チリ経済はマクロ的に

は比較的良好である。しかも新政権はチリの最近

の歴史のなかでは類例がないほど広範な国民の支

持を得ている。

しかし，このことは新政権の行く手が容易であ

ることを決して意味しない。というのは新政権成

立以前に「交渉」による民主化が前進したが，そ

れは双方の譲歩・妥協を伴う合意であったため，

その内容は民主化政権にとっては「中途半端」で

あるうえに，逆に多くの困難が待ち受けている側

面もあるからである。たとえば，軍部・警察・保

守勢力が神経をとがらせている「文民統制問題」

と国民和解のために必須とされる軍政下での「人

権侵害究明問題」は，「司法権改革問題」とも深く

関係しており，新政権下での最大の争点、になる可

能性が大きい。このため，新政権下での困難は経

済的・社会的な側面よりも，政治的な側面である

と百える。

本稿は， 1980年代ラテンアメリカ諸国の民主化

のなかでも珍しい，このチリにおける軍政から民
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政への「交渉・合意型」の移行の過程の大雑把な概

観・分析を試みるものである。まず最初に， 1988

年国民投裂に至る反軍政民主化運動の経緯を扱

い，次にその国民投票に敗れたために軟化した軍

事政権との「交渉 lの成果内容，そしてエイルウ

イン新政権の成立の縦抑とその性情，民主化の方

針（この場合，「交渉」で達成された合意以外の残され

た課題）の概略を示し，民主化促進上の問題点を

整理し，絞後に今後のチリの政治の股盟主三行なう。

なお紙数の関係とIIH姐の性格上，分析の主要論点

は政治に置き，それも政党レベルで行なうことと

し，経済・社会については最小限にとどめ，分析

対象時期は新政権成立時の1990年3月間までとす

る。

I 民主化勢力と軍政との交渉

1. 民主化運動の方針転換と1988年間民投薬

キリスト教民主党（PartidoDemocrata Cristiano : 

PDC）のヱイルウィンを大統領とする新政権は反

軍政民主化運動の延長線上に成立した政権であ

る。この運動は，長期軍事独裁に反対し，政治的

市民的自由の復権，某本的人権の尊霞，経済政策

の変更，民主政府の樹立を要求して， 1978年頃に

厳しい弾圧に対抗して少数のキリスト教民主党の

大物政治家たちを中心に始まった。そして経済危

機が深刻化した特に19同年以後に労働運動，市民

運動も加わって国民的規模での運動に転化した。

この過程で民主化運動の倶Jjに軍事政権に対して

「対決型」から「交渉型」へという方針転換があ

った。そしてーー方では軍事政権の側の軟化があっ

た。特に後者を確定したのが1988年国民投票での

反軍政勢力の勝利であった。

アジェシデ政権を武力で打倒した陸・ i毎・空の

36 

3軍・警察からなるピノチェ一軍事政権は，「破壊

された国家体制の再建」を名IJに，戒厳令（後に

は準戒厳令〉を敷いた。同政権は，反共産主義を最

優先する方針（国家安全保障ドクトリン〕を鮮明に

し，「戦争の（敵味方）の繍理J を国内治安政策に

導入したり左派諸政党・労働問体を非什it化L'

秘密警察（DINA,CNI）を創出して組織的に左派

勢力や反軍政勢力の物理的壊滅を実行し，議会を

閉鎖し，政治的市民的自1I1の抑圧などを行なった。

そしてIIHi41｛‘党系の保守勢力と組んで，キリスト

教民主党のフレイ政権（E.Frei: 1964～70年〉の改

良主義的経済政策，およびアジェンデ政HitC7o～ 

73年〕の社会主義的な経済政策の諸成果をすべて

i'l紙に戻した。そして，米国はシカゴ大学のフリ

ードマン〔M.Friedman〕教授らが主唱するマネタ

リズムに基づく徹底した民間・外資部門主導の自

由開放主義的経済政策を適用し，古典的とも rれ、

うる資本主義経済体制を再建した。

この「警察国家体制」のもとで，左翼勢力や反

軍政派の自出来義者・民主主義者は苛酷な弾！モを

受けた。彼らは軍事政権の抑IT:を告発したが，司

法権力は沈黙を守り続けた。またインフレは収束

したが，チリ経済は 1975年， 82年に大不況に陥

り，競争力のない工業は衰退し，高失業と低賃金，

貧富の格差の拡大が生じた。この大不況を乗り切

ることができた最大の要因は労働運動の抑圧であ

った。その実態の一端を数字でみると，労働組合

数と組合員数は，アジェンデ政権期最後の年の

1973年には， 6502組合， 100万9400名であったが，

84年には， 4401組合， 32方900名， 89年には，

7118組合， 50万7616名であった（注I）。チリ経済が

い｜侮し始めたのは1985年以降のことである。

1980年には軍事政権は，ラテンアメリカ諸国で

も最も民主的な憲法のひとつとされていたそれま
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での1925年憲法に代えて，新憲法を一方的に制定

した。 1925年憲法と比較してのその大雑把な特徴

は，条文的には，国民の義務，非常事態，会計検

査院，軍隊・警察・公安，国家安全保障会議，中

央銀行などの条項を独立または新設したこと，内

容的には，（1）資本主義・私的所有制度の絶対化と

国家の経済への介入の栂小化（国有化の禁止，中央

銀行の独立など〕，（2）複数主義的民主主義の否定

（共産党の非合法化とその活動への重罰規定，国家の安

全保障など）， (3）行政府の権限の強大化（大統領任

期の 6年から8年への延長，議会解散権，官選k院議只

任命権など）， (4）立法府の権限の弱体化，（5）軍人・

警察のメンバーが多数を占め国家のあらゆる問題

に介入できる「国家安全保障会議」の設置などに

よる，京部・警察権力の政治権力に対する優越，

政治過程への監視・統制，つまり文民統制の否定，

にあった。

すなわち，クーデター以来の政治経済社会体制

を憲法として成文化したのである。そしてこの憲

法に基づいて膨大な数の諸法律を制定し， 1989年

以降に「民政移管」することを約束，これも1980

年憲法のなかに規定した。その民政第 1期〔1989

年3月～97年3月， 8年間〉はピノチェー将軍自らが

継続して大統領に就任する計画（73年から数えると

24年間，実質的な終身大統領制〕であった。これが軍

事政権が「民主化」と呼んでいたものであった。

したがって，反軍政民主化勢力はその望む民主

化（1925年憲法体制への復帰がその理想であった）を

実現するためには，まず軍事政権によるこうした

「筋書き」を壊し，この新憲法を改廃する必要が

あった。その決定的な第一歩となったのが，その

1980年憲法の規定に基づき88年10月5日に行なわ

れた次期大統領信任国民投票でのピノチェー将軍

の敗北であった（支持43t＇，，：，反対 54.'.:i）。その結果，

チリの民主化問題と新政権の課題

軍事政権は新憲法にしたがって 1年後に総選挙を

実施せざるを得なくなり，これに反軍政民主化勢

力は勝利したのであった（注2〕。

反軍政民主化勢力にとってこの勝利までの道は

長期にわたる困難なものであった。その運動の初

期〔1983～例年頃）には，党内中間派のパルデース

(G. Valdes）元外相が総裁のキリスト教民主党，

社会党（PartidoSocialista : PS），そして軍政によ

り非合法化されて弾圧され，年末以来傘下のマヌ

エル・ロドリゲス（ManuelRodriguez）愛国戦線を

通じて「人民総反乱」の武装闘争を行なっていた

共産党（PartidoComunista: PC）などが中心とな

っていた。彼らはピノチェー将軍の即時退陣，

1980年憲法の廃棄，臨時政権の樹立，即時民主化

などの急進的要求をつきつけ，「国民抗議デー」を

設けて，ス卜やデモ，物情騒然たる雰囲気を醸成

しての街頭闘争型の民主化要求運動を展開した。

折からの経済危機を背景に，国民的規模の運動に

は拡大したが，軍事政権は「共産主義勢力のテロ

の撲滅」を掲げて，兵士・警察官を大量に投入し

て弾圧し，多数の死傷者を出した。また軍事政権

は戒厳令違反を口実に反軍政民主化勢力の指導者

たちの大量逮捕・重罪で対処したため．民主化要

求運動は軍政の厚い壁に阻まれ，効果をあげるこ

とができなかった（注3〕。

軍政下で弾圧を非難し，基本的人権の擁護に尽

力したのは特にカトリック教会であった。 1985年

末にはフレスノ（F.Fresno）大司教が仲介役とな

って〔極左と極右の勢力を除いた左派から右派までの

全政治勢力が合意した，それまでの急進的な諸要求とは

異なった穏健な民主化要求を内容とする〕「民主化の

ための国民協定」の提案借りを行なったが，「大

多数の国民から支持された1980年憲法とその憲法

が規定している政治日程を遵守することが真の民

37 
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主主義である」とするピノチェー将軍・軍政に拒

否された。そして， 1986年9月には，マヌエル・

ロドリゲス愛国戦線によるピノチェー将軍暗殺未

遂事件が発生，軍事政権が戒厳令を再公布したた

めに，反軍政勢力は手も足も出なくなった。要す

るに， 1985～86年頃にはこの「対決型」の民主化

要求運動は国民の大多数の支持を得ながらも，軍

政打倒の手だてがなく，ほぼ挫折状態にあった。

1986年後半になって，反軍政勢力がそれまでそ

の正当性を認めていなかった1980年憲法体制を容

認したうえで，その一部規定（88年次期大統領国民

信任投票）を利用し，これに勝利して軍部・警察と

民主化を交渉するという，エイルウィンなどのキ

リスト教民主党右派，社会党右派，保守層の一部

などを中心とする，非暴力民主化運動を提起した

勢力が力を得て台頭した。エイルウィンは1987年

半ばのキリスト教民主党の党内選挙で左派を敗っ

て総裁に就任し，「対決型」から「交渉型」への

路線転換を行なった。 1987年4月のローマ法王の

チリ訪問，その民主化促進支持発言は反軍政派を

励ました。

この路線転換を促進した要因としては，何より

も反軍政民主化勢力の側に「対決型」の運動が，

長期にわたるにもかかわらず，ただ暴力的事態の

繰り返しを生むだけで効果がなく，大衆動員能力

も落札疲労感，徒労感が拡大していたこと，「国

民協定」も効果がなかったこと， 1988年国民投票

が迫っているのに反軍政勢力の側にその準備がで

きていないこと，が大きかった。この路線転換は

それまで四分五裂であった反軍政勢力を初めて統

一的な運動に組織化するのに成功した。というの

は，非暴力交渉路線が軍政による弾圧の口実の根

拠をなくし，国民の広範な参加を安全・容易なも

のにしたからであった。

38 

この運動の拡大には，それまでピノチェ一政権

の「民主化」計画を支持していた米国のレーガン

政権が， 1985年半ば以降に政策を変更して，新任

のパーンズ（H.Barnes〕駐チリ米大使を通じて反

軍政勢力に大きく肩入れし，その民主化路線を明

確に支持するに至ったことも大きかった（レーガン

大統領は85年初頭にラテンアメリカの独裁国家として

キューノf，ニカラグア，ノfラグアイ，そしてチリの4カ

簡をあげた〕。米国政府の変身は， 1980年代の半ば

以降続々と民主化し始めたラテンアメリカ諸国と

の関係において，軍事独裁政権を支持していくこ

とが困難になってきたからに他ならなかった。ヨ

ーロッパ諸国も反軍政民主化運動を支持した。

この1988年国民投票でそれまでのチリの政治情

勢は一変した。国民の大多数が民主化を望んでい

ることが初めて数字で明らかになり，それまで不

利であった反軍政勢力が政治的に初めて優位に立

った。勢いを得た反軍政勢力は次回総選挙での勝

利，政権獲得を確信し，その準備に取りかかった。

運動をリードしたエイルウィンが事実上の大統領

候補となり，この運動の基盤となった17政党が結

束して「民主主義を求める政党連合」（Concertaci6n

de Partidos por la Democracia0以下，「民政連」と略

称する〉を創出した。社会党右派は，左派の社会

党と区別する必要から，「民主化党」（Partidopor 

la Democracia: PPD〕という名で参加した。また

民政連は，「軍政打倒のための人民総反乱」戦術

を放棄しない共産党を政権獲得の障害と見て運動

組織から公式に排除した。その共産党は，革命

的左翼運動，キリスト教左翼，民主社会急進党

(Partido Radical Socialista Democratico: PRSD），ア

ルメイダ派社会党の計5党で「社会主義左翼拡大

党」（PartidoAmplio Izquierda Soc凶ista:PAIS〕を

結成した。この連合は旧来の左翼であれ非合法
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化されていた共産党を議会議員選挙に参加させる

ためにキリスト教左翼が中心となって結成された

ものであった。

国民投禦での敗北にショツケを受けた誠事政怜：

・保守派it，総選挙に備えて「民主主義と進歩の

同盟」（PacloDemocracia y Progreso0 以下， lll;;iJ!,

同」と略称する〕を創出した。しかし，将来の方針

をめぐって，ピノチェー将軍型の政策の延長を主

張する強硬派の独立民主同盟（UnionDem6crata 

Independiente : UDI〕と，次の総選挙では不利と見

て軍政からffi離をtrtこうとする柔軟派の同氏都新
(Renovacibn Nacional: RN）に分裂した。 1両党と

も元は｜司民党に｝W,していたが，対立を激化3せて

いった（総選挙後に附党は協力関係を解消した）。

そしてその後，一切の「譲歩」「交渉」を拒否

してきた軍事政権，特にそれまで比較的穏健派で

あった空軍，海軍，警察の首脳陣がクーデター以

来初めてその態度を軟化させ，反軍政側との「交

渉」に応じる安勢a:示した。ピノチェー将軍の牙
城である陣原のなかでも柔軟派が優勢となった。

それは陸軍iJ11硬派がこの国民投票の敗北で発三権

を失い，首脳陣の更迭が行なわれたからである。

この軍政側の突然の軟化は，軍政下でピノチェー

将軍が絶対的といってよい個人的権力を確立し，

後継者を考慮しなかったため，国民投票での敗北

以後は， ピノチェー将軍に代わる軍部の人材がお

らず，結局次~i］総選挙で反軍政勢力が勝利するの

は避けられない事態であるとする情勢判断が働い

たためであった。

この「交渉」とは，汗うまでもなく， 1980年憲

法体制を前提として認めたうえでの，その非民主

的な諸条項の改廃「交渉」に他ならなかった。こ

れには保守系多数派の国民革新が仲介役となっ

た。共産党と独立民主同盟，すなわち梅左と械右

チ日の民主化問題と新政権の課題

はこの過程から除カ通れた。そしてその後のピノチ

ェー将軍による民主化に水をさす表向きの強硬発

言とは別に，軍事政権と反軍政勢力との正式の交

渉が 1989年12Jlの総選挙を控えて急速に進展し

T二。

この軍事政権の）j針転換の背景には，以上の他

に，状況の動きから見てこの機会を逸すれば政治

からの軍部・警察の「名誉ある撤退」の契機が失

われること，経済が比較的良好で撤退の口実にな

ること，保守勢力のこれ以上の分裂を回避したい

こと，「交渉J で軍部・瞥察＝民主的とするイメ

ージを創出でき，また軍部・警察・保守派が築い

た軍事政治経済社会体制の大枠は維持できる可能

性があること，そしてエイルウィンに対する一定

の信頼があった。というのは，エイルウィンは

1973年8月に当時のキリスト教民主党総裁として

アジェンデ大統領と会談し，政治的危機を回避す

る手段として軍人内閣の創出を要求，これが物別

れとなって， ケーデターの発生に決定的役割を果

たしたが，その後もクーデターの正当性と軍部・

警察との話し合いを主張し続け，軍部・警察から

見ると，その政治的立場が親軍部・警察，中道右

派として一貫して見えたのである。さらに， 1980

年代におけるラテンアメリカ諸国の民主化で軍事

政権はほぼチリだけとなっていて，国際世論のな

かで孤立し，外交関係が圧倒的に不利であった，

という「時代の趨勢」があった。

この「交渉J による解決は軍事政権側，国民革

新，民政連の3者の代表による合意の形を取り，

公開の討論を経ず，結果だけが発表された。これ

らはすべてピノチェー将軍の了解のもとに行なわ

れた。民政連lこ入っていなかった反軍政民主化勢

力の最左派の社会党左派や革命的左翼運動，そし

て共産党も結日はこの交渉路線を支持するに至っ
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た。独立民主同盟も同様であった。

2. 交渉の成果

この「交渉」の成果が， 1989年7Jl 30日の「憲

法修正国民投票J, 89年 12月の「中央銀行役員人

事」の決定，それに90年1月初めの「軍部に関す

る憲法組織法」の制定であった。

まず「織法修正国民投票」であるが，国民の85

t~fが賛成した。修正は54カ所に及んだが，重要な

のは 8,i.'，（である。（1）共産党を非合法化していた条

項（第8条）の廃止（ただし，第19条第 15号第6項

にこれに代わる穏やかな条項が新設された〕，（2）戒厳

令下での大統領の国民に対する追放権の廃止，国

家機関の人権尊重の義務の明記，など謀本的人権

の尊重の導入，（3）大統領の下院解散権の廃止，（4)

直接選挙で選出されるーと院議員定数の26から38へ

の明加，（5）憲法組織法の制定または修TI：に必要な

上院議員，下院議員の賛成票を 5分の3から 7分

の4へ削減させるなどの手続的容易化，（6）憲法の

重要条項の修正に必要な上院議員，下院議員の賛

成票の 5分の3から 3分の2への用人‘などの憲法

修正7手続の困難化，（7）軍人4人，文民3人で構成

されるとした国家安全保障会議への文民1名〔会

計検査院院長〕の追加，およびその国家安全保障会

議による拒否権の廃止，（8）次期政権の大統領任期

の8年から 4年への短縮(1990～例年） c，次期大
統領の再選の禁止，などがそれらである位5）。

これむの結果，反軍政勢力が要求していた憲法

が保託するレベルでの政治制度的内符（複数主義的

民主主義，政治的市民的自由，人権保障，大統領権限の

弱化，文民統制など）のうち，その大部分は実現さ

れた。しかし，これらの修正は（後に見る予定であ

る新政権の政策方針が示しているように〕民政連がか

ねてから要求していた諸点がすべて満たされたも

のではなし軍政側との駆け引き，妥協の産物に

40 

なった。

次に「中央銀行役員人事J であるが， 1980年憲

法はその第12章で中央銀行の金融政策における独

立を規定している。これは時の政権の意向に全面

的には従属しないことを煮炊lしたもので，モデル

は西ドイツの連邦銀行〔中央銀行〉であるとされ

ている。民政連はこのこと自体には賛成であった。

争点は職務によって 5名の役員任期がそれぞれ2

年， 4年， 6年， 8年， 10年と身分を保障会れて

いることにあった。退陣を されているピノチ

ェ一政権が役員にシカゴ学派の経済学者を任命

し， しかもそれらの役員を新生民主化政権（その

立場は反シカゴ学派〉が更迭・低命できないのは不

合理だとして民政連は反対していたのである。こ

れは総裁などに反軍政勢力寄りの学者を任命する

ことで解決した。

また「軍部に関する憲法組織法」であるが，こ

れは軍部・警察権力が政治権力より優越する「同

家安全保障会議」問題などと並んで，次期政権が

文民統制の基本事項のひとつま確保できるかどう

かを決める大事な交渉であった。当初の軍政内部

での法案では．「軍部・警察の独立的地位」と「大

統領の軍部・警察に対する権限の制限」などの軍

郎・警察優位の諸規定が存在した。だが，そのほ

とんどについて修正することで合意が成立した。

これらの修正内容は，軍部・警察の職業的地位

（文民政権に対する従属）を厳格に規定した1925年憲

法とは大幅に異なっていることや，合意後に軍事

政権がその一部を一方的に破棄したこともあっ

て，民政連は不満を表明した。しかし最終的に民

政連は承諾した（しかし，他の諸問題もあって，文民

統制問題はこれで完全に解決したわけではない〕。

この交渉で合意が成立しなかったのは， 1980年

憲法が保証していた新政権下での軍部・警察の現
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行i守脳部の留任（更迭不能〕問闘であった。しか

し，エイルウィン次期大統領は，軍政から民政へ

の移行にあたっでの政治的安定確保の立場から，

民主化に好意的であった空軍・繁燃の首脳に対L,

窓法上の規定とは関係なく，留任を要請，両者は

受諾した。また海軍首脳は自ら勇退， ピノチェー

将煎は退陣を求められたものの悶任した（注6）。

ざわに，付託しておくと，新政権成立直前に，

2つの変化があった。ひとつは，秘密警察が軍事

政権によって廃止され，その要員・資料類が陸軍

の情報組織に吸収され，その保議下に入ったこど，

もうひとつは，現行労働法の修正ど労働者の賃金

値上げ交渉も政府・雇用者団体・労働団体の間で

話し合いで進めでいく「社会協約J が締結された

ことである。

（注1〕 Arellano,Jose Pablo, Polzticas so，‘iales y 
desarollo : Chile 1924-1984，サンティアゴ， Cieplan,

1985年， 48ページ／Ruiz-TagleP., Jaime，“El sindiゃ

calismo chileno y el cambio de relaciones laborales，” 

Re-vista 1Wensaje，第388号， 1990年5月。

（注2〕 自由主義的保守派の「公的問題研究センタ

ー」（Centrode Estudios P自blicos）は，この国民投

票に関する全国ti!:論調査を投票実施4カ月前の1988ff

6 )jと1カ月前の881ド9月の 2回行なったが，これは

88年国民投票の賛成，反対の予測ノfーセンテージをほ

ぼ的中させた唯一の世論調査であった。それによれば．

ピノチェー将軍が継続して大統領になるのに反対した

者のうち，その理由として，「経済状態が悪い」をあげ

たのが72，、ふ l人権侵害反対」が57ぶ，「ピノチェー将

軍個人への反対」が；l9，、J，「民主化のため」が21，＇.んと

なっており，逆に賛成した者のうち，「秩序・平穏の

維持が良いからJ をあげたのが49,'.;i，「経済状態が

良いから」 38.~，「ピノチェー将軍支持 I 30，＼＞，「共稼

主義に反対だからJl弘、J，「民主化のため」 3.~－；，とい

う結果が出ていた（アンケートの答えがひとつではな

いので各理由のパーセントの合計は 100以を超えてい

る）。特に経済政策に対しては，アンケート全体では

56.9，、λが反対，：－n.9以が賛成であって，その評価は分

裂しているが，ピノチヱー将軍敗北の理由としてこれ

千リの1（主化問題と新政僚の課題

が一品・{II:大きかったとしている。 Mendez,Robertoほ

か，“tPor que gan6 el 'No’？” Estudios Publicos, 

．第：－i:l号， 1989年夏。

（波：n共産党は革命的左翼運動（Mnvimientode 
lzquierda Revolucionaria: MIR）とともに市政下で，

最も激しい弾圧を受けた政治勢力で，指導部の大半が

亡命，多数の党員の犠牲者を出した。 1980年憲法の国

民投票時には制定阻止に尽力したが，制定以後の1980

年末に武装闘争を併用する方針を決定した。非暴力の

軍政反対運動が全く効果がなく，軍政の激しい弾圧

（秘密警綴による逮捕，殺害，拷問等）に対し他の政

治勢力も無力で，司法も完全に沈黙している事態を，

軍政が半恒久化するのに成功したと認識したためであ

ったと推測される。マヌエル・ロドリゲス楚｜対戦線が

実際に武装闘争を開始したのは国民的な！叫が政民主化

運動が昂揚した1983年末以後であった。軍事・警察施

設への武装攻撃，送電線の破壊，軍人・警療官の殺害

・誘拐等を実行， 1986年にはピノチェー将軍暗殺未遂

事件も引き起こした。ただし，これらの事件の大半は

極たな装った極右，軍政側のテロ集団の仕業であると

する説もある。いずれにしても，この共産党の武装方

針は結果として軍政の弾圧を利することになった（た

だ共産党はこのピノチ er.－暗殺未遂事件が同氏の批判

を浴びてからは，武装闘争を積極的には支持しなくな

った。しかし，マヌエル・ロドリゲス愛国戦線はこう

したことに反発して1987年に共産党から自立，武装闘

争を継続している）。また 1988年国民投票では選挙人

名簿への受録拒否も含めてボイコット会主張したが，

直前に反対することに方針を転換し，ピノチエ｝将軍

敗北に決定的役割を果たした。しかし， 1989年憲法修

正国民投票には反対し，反軍政運動のなかで孤立した。

（注4〕 この「国民協定」で重要なのは．反軍政民

主化運動がそれまでの軍政を終わらせ民主化するとい

う即時的要求に代えて，将来の民主的体制についての

諸条件を提示したことにあった。それは，たとえばそ

れまでの 1980年憲法廃棄の要求をその修正に変え，

具体的な修正諸条項をあげたこと（ただしピノチェ

ー将軍の退陣，国家安全保障会議，その他，重要事項

に対する－，－－f及はない），資本主義経済体制の維持を前

提として，政治社会の民主化をめざすことを明確にし

たことにも表われていた。特に後者については，アジェ

ンデ政機会担った社会党が1978年に分裂していたが，

そのうちの社会党右派が社会主義革命の旗を下ろし，

社会民主主義的な政党へと変身し，キリスト教民主党
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などとの平和的な民主化運動への協力に踏み切ったこ

とがめだった。詳しくは，吉田秀穂「チリにおけるよt
京化問題の桜本的十時凶 I（松下洋・遊野井茂雄制「1980

年代ラテンアメリカの民主化」アジア経済研究所

1986年〉を参照のこと。

（注5) El ,Hercurio, 1989年tj}j2目。なお1980

年憲法の邦訳は大阪経済法科大γ比較法学研究会編
「チリ共和国憲法（1980年〕』として出版されており，

部分的修正以前の1980年憲法について知ることができ

る。この修正を取り入れた新版が1i:く同研究会より出

版されるはずである。

（注6) ピノチ七一将軍には，（1）新憲法第45条に従

い上院議Hになる（これは終身）， ('.d）経過規定第'i8条に
従い陸軍司令官として留任する（1997年まで〕，（3）引

退する，の選択肢があったが，（2）を選択したのこれに

より将市は「国家安全保障会議Jへの参加機を確保し

た。将軍は留任した理由として，「大砲の側で情勢を

見守る」と述べた。しかし本当は，陸軍を退けばすべ

ての権力を失うこと，人権侵’ど究明問題で司瓜の手が

自身および軍部に及ぶことの阻止， 1994午大統領選挙

への出馬への意欲，などにあるのではないかというこ

とが推測されている。またピノチ 1 一将主If.が苛酷な抑

圧を行なった軍政の最高責任者としての身の安全問題

を憶測する向きもあるが，反軍政勢力，特に民政連を

構成する諸政党はピノチェー将単の処遇については，

一貫して「退陣」を要求，これ以外は述べたことがな

い。 1989年総選挙以後に亡命先のモスクワから帰国し

たコルパヲン（し 仁川valan）共般党元書記長は「裁判

にかけるべきである」と発言したじさらに1986年9Jl

にピノチェー将軍を襲撃したマヌエル・ロドリゲ、ス愛

国戦線は，この事件で逮捕されていたその主要メンバ

ーが拘置所から90年1凡末に大脱走を敢行し，世界の

注目を集めたが，この勢力だけが「ピノチェー将軍死

刑」を叫んで地下活動を行な円でいる。

II 新政権の成立

1. 民政連の性格

エイルウ fン新政権を支える民政連は，チリの

最近30年間の政治史のなかでは珍しく相対的に

「多数派で，国民的な」運動体である。

42 

1960年前後以来，右派の国民党，中間派のキリ

スト教民主党，左派のマルクス主義諸政党（共産

党口社会党連合）の3大潮流がチリの政治社会をほ

ぼ3等分していた（第l図〉。労働団体は1950年代

初め以来社共が押さえていた。そして1960年代の

半ば以降，中間派のキリスト教民主党と左派諸政

党が伸びて右派の国民党が後退していた（第1表）。

二のうち国民党は，支持法盤が大地主，大企業，

商業，金融界などの伝統的な保守的支配層であり，

そのぷ本理念は資本主義体制の維持であって，

1958～64年にアレサンドリ CJ.Alessandri）政権を

擁立，自由（放任）主義的経済政策を実施した。

キリス卜教民主党は，支持基盤が中小地主，資本

家，自由業，ホワイトカラ一層などのフ‘ルジョア

ジー・中産階級であり，その基本理念は修正資本

主義であって， 1964～70年にプレイ（E.Frei〕政

権を擁立，改良主義的経済政策を実施した。社共

連合を軸とする左派諸政党は，支持基盤がブルー

カ巧ー屑，貧農，自由業，公務員などの労働者・

--i函尋雨戸両手進党｜社会党｜共産党｜～正
1932 16.9 15.8 18.2 5.7 56.6 

19:-l7 21. 3 20. 7 18.6 11. l 4.2 75.9 

1941 17. 1 14.0 :I. 4 21. 7 9.3 11. 8 84. 7 

1945 23.6 17.9 2.6 20.0 12.8 10.3 87.2 

1949 22. 7 18.0 3.9 21. 7 9. :-i 75.6 

1953 10. 1 11. 0 2.9 1 :-i. ,l 14.1 51. ,1 

1957 13.8 15. :i 9.4 21. 4 10.7 70.6 

1961 14.8 16.6 15.9 22.5 11. 1 11. 8 92.7 

1965 5.3 7.5 4:1. 6 I:{. 7 10. 6 12. 7 93.4 

1969 18.8* 31. ,l l:l情6 12.8 16.6 9,3. 1 

197:-l 21. 1市 28.5 3.6 18.4 16.2 87.8 

（出月「） Huneeus, Carlos，“Sistema de partidos poli-
ticos en Chile: cambio y continuidad，＇’。ρciones,

1988年1～4月。
（注〉 本 国民党（保守党と自由党が1967年に合併して
結成〉。
共産党は1948～58年間jには非合法化されていた。
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霧1図 チリの主要政党の変遷

千りの）（主化問題と新政憾の課題

1960年代 1970年代 1980年代

保

守
国民前衛（AN)
f魁L民主連合（UDO
国民行動運動
国民党（PN)
国民革新（RN)
自由党（PL)

中

道

キリスト教民主党（PDC

と統一人民行動運動（MAPU)
キリスト教左翼(IC)

「一定型軽急進党
忽i銭党一一寸 民主；急進党

L__急進党（PR)

キリスト教民主党

中：

新

「一共産党（PC)
｜ 社会民主党

共産党一一一寸 会l 急進党
社会党 トー量｜ 社会党右派
社会民主党_J 苔｜

｜ 社会党た派
｜ 統一人民行動選動
しーキリスト教左翼

革命的左翼運動（MIR)

〈出所〉 築者作成。

農民階級であり，社会主義社会の平和的な建設を

めざして， 1970～73年にアジェンヂ政権を擁立，

社会主義的経済政策を実施した借り。

以上は，イデオロギー的・階級的な要因に規定

された3大潮流である。これは政治的「3極構造」

と呼ばれたが，三つ巴の非和解的な対立・抗争を

繰り広げ，それぞれの極はそのいずれもが「階級

的で」「政策遂行能力が小さな」少数派政権を擁

立してきた。すなわち，アレサンドリ政権期には，

キリスト教民主党と左派諸政党が反対し，プレイ

中道r,,J樹党（PAC)
国民民主党（PADENA)
緑の党（PLV)
人間主義党（PH)

民主化党（PPD)

社会党右派
社会党
社会民主党
急進党

社会主義
拡大党
(PAIS) 

政権期には国民党と左派諸政党が反対し，アジェ

ンデ政権期には国民党とキリスト教民主党が連合

して反対し，このためいずれの政権も少数派で議

会でのコンセンサスが得られず思い切った政策の

実行はできなかった。

アジェンデ政権を打倒し，左派諸勢力を弾圧し

てきたピノチェ一軍事政権は，アジェンデ政権に

反対していたキリスト教民主党・国民党勢力のう

ち，キリスト教民主党を切り捨て，退潮著しかっ

た右派の国民党勢力と癒着した軍部・警察の政権
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総選挙は反軍政勢力と軍事政権との交渉と並行

して1989年12月14日に行なわれ，実質的に民政連

・社会主義拡大党の反軍政民主化勢力L 軍政派

の民進同の争いであった。

1988年国民投票で反軍政勢力が勝利したため，

大統領選挙は反軍政勢力が勝手ljして政権を獲得す

るのはほぼ前提とされていた（国民投票以降はあら

ゆる世論調査においてエイルウィン候補が50£,t:以上の

1989年総選挙と新政権の構成2. 先行したフレイ政権とア

ジェンデ政権の経済的成果を白紙に反し，古典的

とも奇いうる自由開放主義的経済政策を適用した

であった。軍事政権が，

こうしたことに理由があったCil2）。のも，

政党レベルで以上を考慮にいれると民政連は，

さらにキリスト教民主党，社会党右派，干守えは＼

Ill来の中道・穏

健左派・一部の保守などの17の政党から成り，

れを旧来の左派の連合である社会主義的左翼拡大

中道同盟党，国民民主党などの，

この意味で大統領選支持を集めて有利と出ていた）。労働組党が支持している。市民社会レベルでは，

民進同で軍事政権の元蔵l土「」種のショーであり，カトリック教会，財界の一部，織，職業人組織，

それ

は敗北を前提とした出馬であり，選挙としては両

院議員選挙のほうがより重要であった。

(H. Bilchi）候補は出馬したが，ビッヒ口
H
ふ
小
lさらに欧米諸国から歓迎され

要するに， Li'.';ている運動体である。繰り返すと，

などの支持を受け，

政連はアジェンデ人民連合政権期の反人民連合勢

軍政勢力がめざす民主化を全面的に達成するに

は，新憲法のうち1989年の部分的修正に含まれな

かった諸点を議会で民主的なそれらに変える課題

が残されたか「Jであった。それを独力で達成する

には，大統領選で勝利するだけでなく，両院のそれ

ぞれで3分の2以上の議席を獲得するという「奇

跡的大勝利」が必要であった。民進同もこうした

民政連の意図を打ち砕くため全力を両院議員選挙

に傾注した。選挙戦は比較的平穏に推移した。

すでに示唆しておいたように，反とし、うのは，Ill人民力のうち中道のキリスト教民主党を軸に，

そして国民党から分離し連合のうちの穏健左派，

た保守層の自iが連合し，最左派が加盟はしてい

それゆえないが支持しているものに他ならなし、。

？》民政連は多数派であり，中道的性格が濃厚で，

つ従来の階級的な諸政権に比べて支持問が左右に

より｜司民的な政権な拡大しているという意味で，

のである。

また1970年にアジェンヂ政権が成立したのは，

議会での決戦投票でキリスト教民主党が支持した

からであった。後にアジェンデ政権の危機の最大 民政連のエイル予想どおり，大統領選挙では，

ビッヒ候補，保守系無所属のエラウィン候補が，当時の左派主導下の社の要因を創り出したのは，

スリス〔F.Errazuriz）候補を敗って勝利した（第2今回はその社会党の会党の急進主義であったが，

大統領選挙第2表右派が民主化党を結成してキリスト教民主党と連
（%） 

さらに1973年にキリスト教民主党の総裁合した。
1989 

S・アジェンデ
（社・共・急）

J .アレサンドリ
（国民党）

R・トミッチ
（キ民主党）

5:1. 8 

28. 7 

P・エイルウィン
（民政連＋左派）

H・ ピ、ソヒ
（民進同）

F・エラスリス
（保守中道〕

:36. :1 

:14.9 

27.8 

1970 

ケ

ーデターを支持したヱイルウィンが大統領である

とし、う事実にこの16年間の政治情勢の大きな変化

が読み取れる。

としてアジェンデ政権の崩壊の立役者となり，

15.0 

（出所） Rei•ista Hoy，第日48号， 1988年その他。
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鮪3審議会の政党別構成 (1989年〉
（単枕： i議席〉

｜上院｜下院

民主化勢力 22 7'2 

ひそ政i必〕

キリスト数民i：党 13 :l9 

lcl'.;Hr：党 4 16 

::::•,i1/J't 2 5 

社会民主党 1 

人道主義党 。 1 

中道同盟党 。
キリスト教左翼 。 2 

〔社会主義拡大党〕

tL会党 1 7 

！.；.•、進村会Kl ：イ！な 。

軍政派勢力 '.;5 48 

〔民進r,,1〕
国民革新 5 30 

独立民主辿合 2 11 

無所属 9 7 

官選識は 9 

言十 47 120 

（出所） R,’i•ista Ho九

表〉。この大統領選挙のキャンペーンで泣：llすべき

は，ビッヒf決怖は人権保障と民主化を主張するヱ

イルウィン勢力の論調に押されて，やはり人権保

障と民主化を公約せざるをえなくなった。さらに

ビッヒ候補は秘密替察の解体やピノチェー将軍の

退役まで‘希望するに至り，軍政期の経済政策の継

続以外にヱイルウィン候補との争λ＇，，；はなくなって

しまった。

また両院議員選挙では，民政連などが下院では

勝利したが，上院では民進同系の官選議員（任期

8年〕の存在のため過半数獲得を逸した（第3表〉

（注3）。民進同は16年半に及んだ軍政の協力者であ

ったにもかかわらず，結"'1，敗北した。

さて，この総選挙の結果を，前回の選挙，すな

わち1973年ケーデター直前当時と比較して見る。

チリの民主化問題と新政権の課題

第4表 クーデター以前の議会の政党別構成
（単位：議席〕

1973 

院 l下 院
6:l 

27 

26 

5 

1 

2 

2 

0 

〔人民連合〕

社会党

共産党

急進党

キリスト教左翼

統 A人民行動運動

独立人民運動

人民社会同盟

〔反人民連合〕

キリスト教民主党

国民党

急進左翼党

急進民主党

0

7

9

2

1

0

0

1

 

ヮ“

内

り

凸

可

U

Q

O

つJ
n

リ

什
吋
U

T

，A

ウ
a

・
ハ
V

A
は

1

1

A

リ“

8

6

1

 

計 ！日 I 1so 

（出所） F世界政治資料」第402号 19n年4月10目。

まず大統領選挙では先に指摘したように， 1970

年の時にはキfl争ったキリスト教民主党（中道）と

左派が今同i士連携し，エイルウィン候補が過半数

以上の支持率を獲得した。ただし，エイルウィン

候補の得票率と保守系 2候補の得票率の合計を比

較すると，それは1988年の国民投票時の反対票と

賛成票の率とほぼ同じであり，また保守派は分裂

したが合計すれば70年時と比べるとより躍進して

し、ることが分かる。

政治的潮流別では，キリスト教民主党（中道）が

35. 98.~－，：.民進同が35.39，，＇、ん左翼（民主化党十社会

主義拡大党）が23.6弘、Z，その他4.98，：；；.であった。

中道が勢力を維持し，右派は躍進し，そして左翼

が大きく落ち込んだのである（注4)。

政党日ljでは，アジェンデ人民連合政権期の議会

勢力図（第4表〉とエイルウィン政権の議会勢力図

（第3表〉を比較すると，｜｜｜国民党系の民進同が宵

選議員の付加で勢力をやや伸ばし，中道のキリス

4ラ
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ト教民主党・民主化党（旧社会党右派）は相対的に

それまでの勢力を維持したのに対し，共産党が卜一

院・ド院で l議席も取れなかった：.とが分かる。

なぜこうなったか。なぜ保守派は躍進し，共産

党は総敗北を喫したか。共産党が不利となった要

悶に，共産党の名前を使わず（7月30日の憲法修正

で共政党は政党として登録する機会があったのにまを録

しなかった〉，社会主義拡大党の枠組みのなかで選

挙戦を戦わねばならなかったこと，亡命， j(J};-, 

地下活動により指導者が選挙民に生11，・，れていなか

ったり，立候補できなかったことがある。また共

産党が選挙時に「人民総反乱」の路線を捨てなか

ったという戦術の誤りがある。これらのことのた

め共産党は有利な選挙区の選定に押しみ， 1989年

6月1“flにl℃礼士i車（具体的にはそのうちの民主化党口
社会党布派）に対L，大統領選挙でエイルウィン

を支持する代わりに（すなわち左翼の大統領候補を立

てない代わりに〉，議会議員の若干の選挙区の譲渡

（共産党が当選しそうな選挙区では，民政速は，競合し

ないように，候補を立てない〕を要求したが，民政連

は拒否した，という。その結果，共産党は上院議

員候補3名．下院議員候補13名を立てたが，余選

挙灰色で敗北した。にもかかわらず，共産党の今同

の得票率を見ると 15.8日で．前回選挙の 1973年

時の16.Zi,'.;i.と比べるとほとんどー変わらなレ、（沈5）。

このためこうした結果は直接には保守勢力に有利

な現行選挙法のためであると見たほうがさしあた

ってはよさそうである。

この選挙法は，すべての選挙区での定数を 2と

し，被数の政党が選挙協力する際には，それぞれ

の連合が2名の候補者のリストを提出し〔すなわ

ち民政速に民進同2，社会主義拡大党2），各連合が

2議席を獲得するには，各連合の候補者の得票数

の合計が他の連合の候補者のそれの 2倍以上でな

46 

ければならず，そうでない場合には，双方の連介の

高位得票者が当選するとするものであるc これは

「比較多数2名制J(sistema binominal mayoritario) 

とでも呼ばれる選挙制度で，チリだけにあり，軍

政が今回の選挙のために考案した制度であった。

要するに，この制度だとほとんど全選挙区で保守

系候補は 1名は当選確実なのである。

ひとつの例であるが，たとえばサンティアゴ市

西部の選挙［；｛で，ラゴス（R.Lagos）民主化党総裁

はサルジパル（A.Zaldival〕キリスト教民主党総裁

とペアを組み，独立民主同盟のグスマン CJ.Guz, 

man）と国民革新のオテロ〔M.Otero）組と争い，

前2者の当選は確実視されていた。結果は，サル

ジパル候補407;'7890粟，ラゴス候補39万9408禁，

グスマン候補22万4302葉，オテロ候補19万9603粟

であった。持過なんサルジパル候補とラゴス候補

が当選であるが，民政連候補の合計80万7298票は

民進同候補の合計42万3905票の2倍には4万票ほ

ど不足したので，当選したのはサルジ‘パルとグス

マンということになったのであった。ラゴスはグ

スマンより 17万5106票多かったにもかかわらず落

選した。

選挙法と軍政が保守系に有利になるように設定

した選挙区により，選挙は保守陣営に有利となり，

民進同が2議席を失ったのに対し，反軍政勢力は

上院で9議席，下院で13議席を失ったとされてい

る（注6）。もしこうした選挙制度でなかったならば，

そして官選上院議員が存在しなかったならば，反

軍政勢力は阿院で3分の 2以上の議席を獲得し得

ていたはずであった。この選挙制度は，｜日来の右

派に過剰に有利に，｜日来の左派に過剰に不利に働

いたのである。

なぜ民政連はこの選挙制度に同意したのであろ

うか。政権獲得を急いだとも考えられるが，キリ
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第5表チリ新政権閣僚一覧

内務

大蔵

経済企両庁

労働

法務

厚生

鉱業

国防

大統領府官房長

外務

農業

文部

経済

運輸

エネルギ一

国有資産

政府官房長

公共事業

住宅

生産振興

Enrique Krauss〔PDC)

Alejandro Foxley (PDC) 

Sergio Molina (PDC〕

RenるCortazar(PDC〕

Francisco Cumplido〔PDC)

Jorge Jimenez (PDC) 

Juan Hamilton 〔PDC)

Patricio Rojas〔PDC)

Edgardo Boeninger (PDC) 

Enrique Silva Cimma (PR) 

Juan A宮ustinFigueroa (PR〕

Ricardo Lagos (PS〕

Carlos Ominami (PS〕

German Correa〔PS〕

Jaime Toha Gonzalez (PS) 

Luis Alvarado (PS〕

Enrique Correa (PS) 

Carlos Hurtado (PAC) 

Alberto Etchegaray (PDCシンノミ）

Rene Abeliuk (PSD) 

（出所） El ]l,fercurio, 1990年1月10日。

スト教民主党の選挙参謀たちは総選挙後に， l(J来

の左翼陣常の阿院議日選挙での敗北は「驚くべき

ことではなく，前もってわれわれの計算のなかに

入っていた」と述べた位打。

さて，民政連は政権獲得が約2カ月後に迫った

1990年1月の初めに（現在の〕閣僚の名簿を発表

した（第5表）。閣僚はキリスト教民主党9名，社

会党（民主化党十社会党。両党は 1989年12月末に再度

社会党として合併した） 6名，急進党2名，保守系

中道2名，そして社会民主党1名で構成されてい

る。エイルウィンは大統領に当選して以後，政府

のポストは17政党に「割り当て」するようなこと

はしないと繰り返し宜吉したが，結局，政府閣僚

ポストは議会における民政連の政党別の勢力に応

じて構成された。またこれらの閣僚の大部分は政

治家というよりもテクノクラー卜で構成され，し

かもそのほとんどが政治的には民政連の右派・穏

チリの民主化問題と新政権の課題

健派である。

このようにエイルウィン政権は，その一般的政

治基盤は主として中道と左派，保守の一部である

が，政権自体はこの閣僚の構成が示しているよう

に実質的にはキリスト教民主党と社会党の連立政

権であり〔チリの最近約30年間の歴史で連立政権の登

場は，アジェンデ政権期の左翼陣営内部の連合を除け

ば，初めてである〉，ここに民主化運動としての民

政連〔中道＋左派〉と議会勢力としての民政連政権

（中道）のギャップが認められる。以上は新政権

＝行政府についての特徴である。

議会＝立法府の特徴であるが，その与党・野党

の構成はすでに見たとおりである。上院・下院の議

員は（正確な資料が手元にないので数字が出せないが）

1973年当時に議員であった人たちが与党・野党の

双方にかなりいる。また官選上院議員はほぼすべ

てが軍政期に閣僚などとして協力した人たちであ

る。したがって，議会は共産党を除いて， 1973年

のクーデター以前からの政治家たち，軍政期の大

物政治家・軍人たちが勢揃いしていると言っても

過nではなし、。また司法権力，軍部・警察は新政
権になっても何の改編もなかった。そこで吉える

のは，チリの新政権の権力構造は軍政期と比べる

と，民主化勢力が1980年憲法体制をかなり民主化

L，行政府・行政機構を押さえ，下院で多数派，

上院で少数派である以外は，軍政期とさほど変わ

りがなし、， というのが実態であるので注意を要す

る。これは行政府・行政機構を押さえていただけ

で，議会では上院・下院とも少数派であったアジ

ェンデ政権よりややまし，ということを意味して

いる。と同時に，エイルウィン政権は「話し合い

型」の政権とは言っても，もし新政権と野党・軍

部・警察との聞に大きな対立が生ずれば，たちま

%窮地に陥るということも意味しているO

47 
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（注1) これf》の政策の具体的なl人rHについては，

吉岡秀穂「チリのアジェンデ、政権期の理抑止政策J ア

ジア経済研究所 1979年，を参照のこと i 付け加えて

おくと，アジェンデ政権期にはほぼソビエト書！！の社会

主義の建設をめざしたアジェンデ、政権に対して，（党

内左派主導下の）キリスト教民主党は同党のカトリッ

ク的共同体主義に基づいたユーゴスラピア却の社会主

義を対置し，イデオロギー的・政策的に激しく争い，

最終的に対決状態となったところでケーデゲ…が発生

したけクーヂ羽一後のキリスト教民主党で（.ttr:~民が失

険し，共同体主義を放棄，右派の修il:'i1本t義路線が
支配的なイデオロギーとなった。

（波2) これについての詳細は吉川秀除、「チリW'lf

政権の「国家の再建』について」（「アジア経済』第四

巻第10号 1977年10月〕を参照のこと。

（注3) 官選上院議員は憲法第45条が定めているも

ので， 6年以上政権にあった元大統領（終身〉，元最高

裁判事2名（最高裁が任命），元会計検査院長1よれ（段

高裁が任命〉，元軍部・警察の最高訂脳4名（｜同家安

全保隙会議が任命），元大学学長11'，（人命統制が任命），

元閣僚1名（大統領が任命），以上であるの

（注4) J,;/ A!ercurio, 1990 年1}J 5日。これはがI

出「公的問題研究センター」が行なった調査の結果を

El Mm・・curio紙が引用したものである。

（注5) Revista Hoy，第648号， 1989年。

（注6) Ret•ista Hoy，第649号， 1990年／Revista

Mensaje，第；l86号， 1990年1・2月。

(LU) R円山taAI'SI.，第；l:{6号， 1Y901f I /J 3～ 

l時日。

ill 新政権の政策方針

エイルウィン政権の政策の方針は， 1（政連の綱

領である「民主主義のための政党連合の政策方針」

に要約されてし、る借り。それは1988年l.:1Ht;投票で

の勝利後に1（政連が政権獲得を射程に入れて民主

化のテーマごとに分科会を設け，それまで要求L

てきた民主化の諸項目を約8カJJかけてまとめあ

げたものである。この綱領は， 1989年7月14r1に

発表された。第6表はそのfl次である。六うまで

48 

主席6義民政連の政策方針

I.政治的・社会的政策

1. 憲法および政治的諸法律の修正

2. 人権保障

基本原則，真実と正義（裁判），政治犯，犠牲者

への補償，先住民，環境問題

:1. 司法権

4. 民主国家の安全保障

5. 国防と副議

同l坊と凶主主，議事抑止力，近代化と国防，外交
と｜苅防，策氏関係

6. 女性の参加と家族の保護

法律kの改正，社会参加，制度的問題
7. 民主化と分権化

8. 文化とコミュニケーション

民主的文化政策，文化政策の目標，公的部門，

テレビ政策

II.経済的・社会的政策

1. 経済政策の装礎

2. 経済政策

:i. 成長

投資と貯蔵生産振興と国際化，科学的・技術

的開発，制度的繋備，環境問題

4. 社会的公正

失業・極貧対策，公共サービス

5. 参加

労働者の諸権利の回復と労働法の改正，独占と

経済的濫用の規制，中小企業の育成，資倒産の

増大，地方振興，社会協約，女性の参加，若年

屑問題

6. 国民経済の自立

ill.外交政策

外交の原員ljと目的，国際情勢の変化，外交の基

調，制度的問題

（出所〕 筆者作成。

もないが，これらは政策方針であって，その実現

には議会の承認が必要である。

これらの政策の目的は民主化と国民の和解であ

り，それらのうち大きな柱は， 1980年憲法の修:if,

文民統制の再確立，人権保障（軍政下での人権侵害

究明問題を合む），労働者の諸権利の回復，貧困層

のための社会支出の拡大，外交関係の修復である。

さて，これらのなかで，外交問題は争点が全く
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ないという意味でほぼ解決している（注2)0 新政権

の政策として3重要なのは，特に「政治的・制度的

政策」と「経済的・社会的政策」の部分であるの

そこで，ここではその概要を紹介する。

1. 政治的・制度的政策

ここでは便宜上第6表のIの1から5までを倣

つ。

まず「1. 憲法および政治的諸法律の修正」（す

なわち制度の基礎的枠組の部分〉では，「基本的人権

の尊重，国民の意志の自由な表明と国民主権こそ

が民主的政権の基礎であり原則であるJ ことを確

認した後で，「j訟法および政治的諸法律の｛｜多:il:J

を第 1に掲げ，「1980年修正憲法」をnrr促とした
うえで，達成さるべき課題として次の諸点をあげ

ている。すなわち，議会議員の比例代表制による

選出，上院官選議員の廃止，上下両院議員定数の

増加，被選挙権資格要件である「中等教育以上の

学歴」の廃止，現行政党法の修正，政治的複数主

義の保障（特に共謀党を念頭においであると忠、われる，

反民主的な行為の処罰を規定しである 1980年修正憲法

第19条第15項の見院し），「国家安全保障会議J の

構成と機能の変更（メンバーとして下院議長の追加と

会議の大統領の諮問機関化），軍部・警察首脳の更迭

不可の修正と大統領による任命権の復活，労働運

動指導者と政党活動家の両立不可規定の廃止，地

方自治体の各レベルの首長の選挙による選出，国

家行政の分権化，議会の権限の強化，憲法による

人間性に対する犯罪からの保護とその非時効性と

恩赦の対象にしないこと，憲法保障事項の保護手

続きの拡大， jl)法裁判所と選挙裁判所の自治と独

立の確保，司法行政の改革と近代化，裁判制度審

議会の創設．などがあげられている。

結局，これらは軍政との交渉で合意に雫らなか

ったいわば制度的側面での「積み残された民主化

チ日の民主化問題と新政権の課題

の課題」が挙げてあるわけである。

「2.人権保障」では，基本的人権の尊重を通じ

て「法治国家J を再建するとして，世界人権1r1'守

の尊重，その他，人権に関するさまざまな悶際条

約の遵守，軍政が批准しなかった国際拷問禁止条

約の批准を進めるとしている。

特に注目されるのは， 1973年9月11日のクーデ

ター以来16年半に及んだ軍政下での弾圧による人

権侵害事件の究明と裁判を行なうとしていること

である。それにあたって，現行刑法による責任者

の処罰，軍政下で’l守吏であった特定の者たちに対

する司法捜査を阻んでいる現行刑事訴訟法の当該

部分の廃棄，責任者と犠牲者の双方の人権

して（軍事法廷ではなく〕通常の裁判所での裁判な

どを行なうとしている。その際，究明は個人に対

して行ない，制度（軍部・普察）に対しては行なわ

ないこと， 1978年に制定され， 73～78年の聞の軍

事政権側と反軍政側の双方の人権侵害の実態を

「戦争状態にあったJ としてその捜査を行なわず，

かっ刑事罰も問わないことにした，いわゆる「1978

年思赦法」の燐棄または無効化を進めるとしてい

る（ただし76年9月に米国ワシントンで起きたアジェ

ンデ、政権のオルランド・レテリエル元国防相暗殺事件

はこの恩赦法から除かれている〉。また反軍政勢力が

反軍政活動で罪に問われたものが多数あるが，そ

れが正当な行為であったにもかかわらず軍政が制

定した法律により政治犯とされた者の場合のそれ

らの法律の廃棄と政治犯の即時釈放，過剰に重罪

を課している現行「反テロリズ、ム法」の廃棄と，

テロリズムについては国際条約に適合した新法の

制定を進めるとし，反軍政政治行動で処罰された

者のうち殺害，重傷，誘拐，未成年者の誘拐など

を犯さなかった者（すなわち良心の囚人〕の即時釈

放，拘置所・刑務所での非人道的扱いの中止，さ

49 
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らに，軍政の弾圧による犠牲者に対する物質的・

道徳的補償は国家の義務であるとしたうえで，来I]

奪された国籍の問復，国外追放の禁止，亡命者の

帰国の促進〔本人および家族の職業斡旋，外闘で取得

した学位の認定，社会保障の付与，没収された資産の

回復と補償），軍政による政治的弾圧犠牲者’の心身

の治療，死亡・失綜させられた人々の遺族に対す

るなんらかの補償を行なうことを提起している。

また「3.司法権」では，司法権は独立的で人権

と自由を保証すべきこと，あるべき望ましい裁判

制度合寝議する｜刻家レベルの「裁判制度税議会J

が新設されるべきこと，最高裁判所は軍事法廷を

特別扱いにして介入せずの態度を取ってきたが，

すべての裁判所を監察すべきこと，軍事法廷は最

高裁に従属し（民間人を裁くのではなく〉軍人の犯

罪のみを裁くべきこと，軍人の司法特権は廃止さ

るべきこと，司法権力に従属する司法警察を創設

すべきことがうたわれている。

「4.民主｜刻家の安全保障」では，特に国内の治

安に関する安全保障のあり方が提起されており，

こうした安全保障は民主政府と人権の防衛という

ことから出発すべきこと，現行「国家保安法」が

暖昧にしである取り締りの対象となる犯罪を特定

すべきこと，軍事法廷のあり方の見直し，民主政

府に対する犯罪や「武器取り締り法」違反は（軍

事法廷ではなく）通常の裁判所が取り扱うべきこ

と，「反テロリズム法」は犯罪を特定化し，取り締

りの対象に同家のテロリズムも入れるべきこと，

犯罪者の持通犯と同等の扱い，「秘密警察」（CNI)

の廃止，クーデター後，内務省、から国防省へ移管

されている「同家警察」（Cara bineros）の所属の内

務省への再移管，警察の任務を通常の犯罪の予防

と鎮圧・公共秩序の維持に限定すること，検察制

度の見直し，などがあげられている。

ラ0

「5.国防と国軍」では，国防の任務は主権と領

土の保全におくべきで，国家の利益と目的との適

合的関係を樹立すぺきであり，あるべき市民関係

としては府政がし、わゆる「国家安全保障ドクトリ

ン」の採用ど同時にその基礎とし，苛献な弾圧の

口実として同氏a::敵対的な分裂に追いやった「戦

争（敵味方〉の論理」に代えて「国民の統一」を追

求すべきこと，つまり「国家安全保障ドクトリン」

は否定されるべきで，国軍は政治権力に従属すべ

きこと，が挙げられている。

2. 経済的・社会的政策

民主化の続済的・社会的政策は，経済成長，社

会的公正，市民の参加，「国家の自立」（autonomia

nacional〕を達成することにあるとされる。特に重

要なのは成長と社会的公正であるとされている

が，具体的には軍政が経済を無制限に対外開放し，

極端に自由主義的な経済政策を採用したことの結

果として出現した，膨大な対外債務， 5伺万人に

およぶ貧困層（チリの総人口は約1300万人），失業，

国内債務，低投資空宇：を解決すること，極端な弾圧

を受けてきた労働組動の復興を期すこととされて

いる。すなわち，これらの政策のなかには軍政が

創り上げた経済体制や経済政策の急進的な変更は

予定されておらず，そのマイナス面の緩和が民主

主義の名において強調されているのである。

そのためには政策の慎重な適用が必要であると

されている。というのは，（アジェンデ政権期，およ

び1980年代民主化以後のアルゼンチン，ブラジル，ペル

ーを念頭に置いていると恩われるが〉膨大な貧困層の

経済的福祉に重点を置いた，公共部門の拡大，所

得の再分配を過大に重視した経済拡大政策をとれ

ば，必然的にインフレと国際収支の危機を招来し，

結局は所得分配に逆効果となり，投資を減退させ，

低成長に至り，経済危機をもたらすとしている。
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またこれを恐れて現在の極端な貧困を市場や私企

業がいずれ解決するものとして放置すれば，社会

的な対立を無用に激化させ，政治的・経済的な安

定を脅かしてしまう。このため，「社会協約」の

締結が必要で，これを通じて不安，不信，不安定，

恐怖をまず除き去ることが必要としている。

この成長が極貧層に食糧，健康，教育，住宅，

社会保障の側面で満足のいく状態を出現させるた

めには，経済政策の基織として，軍政が行なった

ようにζれんが市場の産物として得られる体制で

はなく，連帯，社会的公正，貧困層重視の体制を

創るべきで，国家が成長， ill代化，平等（Y.J分配に

責任を持h，かっ私企業もそれを有する混合経済

体制でいくべきであるとしている。

成長の側面では，鉱業，漁業，林業，果物の部

門が比較優位を持っているので，これらをさらに

積極的に推進すること，法人税を上げて（現在の

10.~，：から） 15～20~~－；とし，貯蓄・投資の奨励を通

じて国家の財政を豊かにし，社会政策や開発に向

けるべきこと，これと放行して「連帯・社会投資

ファンド」を創出し，貧困を除去すべく活用する

こと，また現行労働法を修正して労働者の諸権利

を回復すべきこと，そのために新政権の成立後に

政府・企業・労働者の3者から成る委員会を設け

て，合意により実現していくべきことがあげられ

ている。

（注1) Concertaci6n de Partidos por la Democ-

racia，“Programa de Gobierno，” 1989年7月。この

綱領は全体が36ページで，「政治的・制度的政策」の

8ページ，「経済的・社会的政策」の23.5ページ，「外

交政策Jの4.5ページから成っている。

（注2) 1973年のクーデターに際し，ルーマニア，

中闘を除く社会主義諸国，メキシコなどはチリと断交

したが，新政権はほとんどの国々と国交を回復した。

例外はキューパと南アフリカで，キューパについては，

「マヌヱノレ・ロドリゲス愛国戦線」にキューパが武器

チリの民主化問題と新政権の課題

供与などを行なったとして悶交の聞復を見合わせ，南

アフリカについてはアパルトヘイト問題で外交は維持

しているが，低級のそれにとどめている。

IV 新政権の政策遂行上の問題点

以上に見たように，民政連と軍事政権との新政

権成立以前の民主化「交渉」は，民主化の推進と

いう観点から言えば，大きな前進であった。しか

し，それは軍部・警察・保守勢力にとっては大き

な譲歩ではあったであろうが，民政連にとっては

上記政策，そのなかでも政治的・制度的政策が示

しているように「中途半端J なものであり，民主

化はいまだ未完である。

そこでここでは新政権がめざしている上記政策

を実現していくうえでの問題点を整理しておきた

い。経済的・社会的政策の面ではそう大きな閑難

は想定しにくい借り。問題は政治的・制度的政策

である。困難は2つあって，ひとつは政策課題そ

のもの，もうひとつは新政権の政策実行能力であ

る。

最初に政策課題である。これらのうち特に政治

的・制度的民主化を達成していくには大きな困難

が待っている。そのうち最も大きな問題は，文民

統制問題，人権侵害究明問題，司法改革問題であ

る。

まず文民統制問題であるが，これは民主主義の

最重要構成要件であり，ラテンアメリカ諸国のな

かで数少ない民主主義国であったチリは， 1925年

憲法に見られるように，伝統的に文民統制を確保

してきた。しかし1980年修正憲法においては，軍

部・警察は政治から完全に撤退したわけではなく，

政治過程に介入する余地を残している。「閑家安

全保障会議」や取り締り主体が軍部である「反テ

ラE
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ロリズ、ム法」，「国家保安法」，その他，はこれを示

している。結局，軍部・警察・保守勢力は，軍部

・警察の政治過程への監視の役割を条件として，

1980年憲法の修正に応じたのであった。これを軍

部・警察が官選議員としてであるが土院議員とし

てその代表を送り込んでいる議会で，この点で一

度合意した憲法修正を，さらに修正していくうえ

での新政権の困難はきわめて大きし、。

次に人権保障，特に軍政下での「人権侵害問題」

はさらに困難が大きい。左翼勢力に対するクーデ

タ一時の裁判なしの処刑が約3000名，その後の秘

密警察により逮捕され，行方不明となった者が数

百名．多数の人々が不当な逮捕，拘留，拷問など

非人道的な扱いを受けた，とされている。民政連

は1988年国民投票での勝利以来，この人権侵害問

題の究明，責任者の処罰，被害者に対する補償を

避けでは「国民の和解」は達成されないとして，

この問題の解決を公約し，それと同時にこの問題

を無視してきた司法制度の改革を主張してきた。

民政連がこの「人権保障問題」にいかに力を入れ

ているかの一端は，その政策内容がフランス革命

200周年にあたる 1989年7月14日にあわせて発表

され，これをもって「綱領」の全体が完結，そし

て民政連の大会でこの「綱領」全体の承認と，同

時にエイルウィンが大統領候補として正式に確認

された，とし、う経緯に見ることができる。しかし，

この民政連の「綱領」に「1978年恩赦法」の廃

棄，無効化を含めることには，特にキリスト教民

主党からの反対があったとされている。事実，こ

の問題は民主化政権の最も難しく，微妙で，慎重

を要する問題で， 1990年初頭現在，犠牲者の家族

を中核とする真相解明を要求している諸国体は徹

底的な解明を要求して譲らず，カ卜リソク教会は，

「真実の究明」とそのうえでの「赦し」を訴えて

ラ2

いるが，民政連の内部は原則派と柔軟派に分裂し

ているのが実情である。「個人を対象とし，制度

は問わないとする」方針も軍部・警察を刺激しな

いためであろうと思われる。

この「1978年恩赦法」の廃棄と人権侵害究明に

は，民政連の「綱領」の公表以来， ピノチェー将

軍をはじめ，軍部・警察の首脳，保守勢力が一致

して反対しており，ピノチェー将軍は「それは法

治国家を揺るがすもの」と警告，空軍のマッテイ

(F. (Matthei）将軍は， 1989年7月30日に「これを

新政権が行なえばクーデターを起こす」と明言し

た。新政権が人権侵害究明問題を制度を問わず個

人を対象とするとしても，それは制度としての軍

部・警察に対する報復であると受けとめ，これを

拒否する構えなのである。また独立民主同盟や国

民革新などの保守勢力も人権侵害究明は，国民の

「傷口」を広げるだけで，国民の和解は達成され

ないと反対，また人権侵害を言うのであれば，左

翼のテロも問うべきであり，さらにチリの人権侵

害は歴史的には1960年代後半から始まっており，

フレイ政権期やアジェンデ政権期における人権侵

害を不問にすることは不公平だとして，問題を広

げる構iえを見せている。

1970年代の抑圧的軍事政権，いわゆる「権威主

義的政権」下で，ブラジル．アルゼ、ンチン，ウル

グアイなどの諸国でも，軍部・警察による深刻な

人権侵害が発生した。これらの国々でも当時の司

法権力は沈黙し，民政移管後に人権侵害究明問題

が大きな政治問題と化した。ブラジルは不問に

し，アルゼ、ンチンは「ラテンアメリカのニュール

ンベルグ裁判」とも呼ばれた裁判を軍部の首脳に

対して行なった。しかし軍部の反発で後退に後退

を重ねて揺れ動き，ウルグアイは国民投票を行な

って不聞にし，アルゼンチンでは実刑を受けた軍
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人たちにj恩赦を与えてきている。要するに，民主

化で先行した近隣諸国では，過去の軍政による人

権侵害を問わない方向に動いてきたわけで，とれ

から問責台しようとしているチリにとってはこれら

はいわば波風とも庁える現象なのである。

また司法改革問題も難しい。この問題は軍政下

で人権侵害に対して沈黙してきた司法権力のあり

方を問うことから始まり，軍事法廷の扱いなど裁

判制度のあり方を見直す問題に発展したわけであ

るが，この問題は司法の問題ばかりではなく，軍

政自体を裁くrl¥J艇に発展しかねないのである。さ

らに司法：：＼HvU：「司法はその独立を維持してきたJ

と主張してL、る。

次に新政権の政策実行能力問題がある。先にも

示唆したが，軍事政権は 1980年憲法の修正の際

に，法律の修IE悔または制定について，一部容易化

したが，重要な法律については困難化した。それ

が響いているのである。新政権は下院では多数派

であるが，上院では少数派である（民政連系の議会

議員数は，上院22名，下院72名〕。参考のために，

1980年修正癒法が制定している諸法律の修正・制

定の難易度は次のとおりである。

まず修正に有効定数（この場合過半数，すなわち

上院23名，下院61名〉が必要な法律は，国営銀行法，

テレピ寄議会法，国対企業法，反テロリズム法で

ある（恩赦法もこのなかに含まれるものと思われる〕。

憲法組織法と呼ばれる法律で修正に7分の4

（上院27札下院68名）の賛成を必要とする法律

は，中央銀行法，公共行政法（公務員の非更迭が含

まれている〉，市役所法，地方発展審議会法，司法

権法，政党法，選挙制度法，選挙区法，会計検査

院法，軍部・警察法，議会法である。このうち，

中央銀行の独立（策法第12章〉と軍部・警察法は

すでに見たように解決した。

チリの民主化問題と新政権の課題

また修正に5分の3C上院28名，下院72名〉が必

要なのは，官選上院議員法，選挙法，選挙裁判所

法，地方行政法である。

さらに3分の 2C向上院；lO名，下院81名〕が必要な

のは1980年修正議法の，制度の基礎（第1政），

法上の権利と義務（第3意），憲法裁判所（第7章），

軍部・警察・公安（第10章〕，国家安全保障会議

（第11章〕，憲法修正（第14章）などの部分である。

すなわち，新政権が独力で改廃しうる可能性が

あるのは有効定数（過半数）が必要な諸法律にすぎ

ず〔それでし上院議員の数が1名足りない），残りの

重要なものはすべて保守系議員の支持がないと不

可能である。特に上院には官選議員として東部・

警察の代表，計41'1も含まれている。要するに，

軍事政権は保守勢力による新政権の政策実施阻止

勢力としての地位をも考慮していたのである。こ

うした情勢下で新政権はその望む政策を実行して

いかねばならないのである。

（注1) 周知のように， 1985年以後のチリ経済Ii,

銅価格の好調と他の一次産品の輸出の増大があり，成

長は持続的で，インフレは低く，失業率も低く，対外

債務支払い交渉も順調であった。現在のラテンアメリ

カ諸国のなかでは， 1980年代の民主化以後，特に数千

ノξ一セントというハイパー・インフレ，対外債務支払

い問題，経済停滞などで苦況にあるアルゼンチン，ブ

ラジル，ペルーなどと比べると，チリはマクロ経済的

には比較的に安定している〔浜口伸明・抄訳「1989年

ECLACラテンアメリカ経済速報」〔『ラテンアメリカ

・レポートJ第7巻第1号 1990年〉。しかし，ミク口

経済的には，低賃金と所得分配の格差が大きな問題と

なっている。

おわりに

以上，「交渉」による民主化の経緯と，総選挙，

新政権の政策，その政策実現上の困難について概

ラ3
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翠してきた。

最後に， 4年間の新政権下でのチリの政治のお

およその展望を行なっておきたい。新政権成立以

後に起きることは何か， と言えば，まず16年半ぶ

りに議会が開催される。この議会で，新政権はそ

の政策〔特に政治制度的改革〉の実現のため，現行

諸法律の修正，新諸法律の制定を提案し，これら

について軍部・警察の代表をまじえた保守勢力と

の議論が行なわれる。修正・制定を要する法律の

数が非常に多いことから， 4年間の大部分はこの

論戦に費やされるであろうと思われる。そして民

主化勢力が「対決型」ではなく「話し合い型」の

政権であり，かっ議会で3分の2以上の議席を獲

得し得なかったことから，それは廃案にならない

場合は，譲歩・妥協の場となるのは必至である。

すなわち，新政権下では新政権成立以前に行なわ

れた「交渉・合意」過程がさらに継続する，と言

いうる。

新政権のこれからの4年聞が安定的であるかど

うかは某本的には未知数である。しかし，これは

暫定的な評価であるが，安定的である可能性が大

きい。それは主として以下の理由による。

第1に，新政権が多数派で国民の支持を得てお

り，中道的性格で，かっ「話し合い型」であり，

政治・経済の安定を最重要視し，また内部結束が

比較的堅いことである。たとえば，かつてアジェ

ンデ政権を構成した左派諸党は大統領への諮問機

関を名目に「人民連合政党委員会」を創出してア

ジェンデ大統領に実権を与えず，名目だけの大統

領と化し，そのうえ，社会党と共産党が内部抗争を

激化させて，結局，政権の危機を醸成してしまっ

た。今回は民政連はエイルウィン政権に対しては

何の拘束力も持っておらず，さらにエイルウィン

はチリ国民全体の大統領になるとして大統領任期
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の4年聞はキリスト教民主党から離脱することを

表明した。このため「寄り合い所帯」といった欠

点や実権なき大統領といったことも存在しない。

ただし， 1993年末には大統領・下院議員・官選議

員を除く上院議員の半数の改選がある。政局運営

で大きな内部的対立が生ずれば，民政連の統一と

団結の将来は分からないが，そうしたことはよほ

どのことがない限り想定しにくい。

第2に，旧左翼勢力の変化である。社会主義革

命を志向してきた旧来の左翼勢力の一翼であった

社会党は社会民主主義化し，現実の政治レベルで

の社会党・共産党の連合というチリの政治に伝統

的であった「3極構造」のひとつの軸が崩壊して

いる。また共産党は議会議員選挙で総敗北した。

そして1990年1月初めには新政権に協力すること

を宣言し，「人民総反乱」戦術を放棄した。現在，

共産党はイデオロギーと方針をめぐって党内抗争

が激化し，分裂の危機とその社会党化が曜かれて

いる。

第3に，社会を大きな対立に導いてきた1960年

代から70年代初期型の大規模な労働運動・紛争の

消滅である。新政権は経済政策の方針として軍政

期の経済政策を基本的には維持し，その部分的修

正を志向している。それはアジェンデ政権期や民

政移管後のアルゼ‘ンチン，ブラジル，ペルーの経

験を学んだ結果でもある。また「社会協約」の締

結も実現した。すなわち，労働団体を含めた民主

化勢力は従来の所得再分配政策を前面に掲げたポ

ヒeユリスト的政治スタイル・経済的要求（長期労

働紛争・スト，大規模な街頭デモなど〉を放棄してい

る。このため貧困階層・弱者を重視した社会福祉

的な政策・運動はありうるとしても，それはマク

ロ経済の枠組のなかで処理される政策となって現

われようとし，新政権と経済界，経済界と労働界
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の激しい対立は生じ難い。

第4に，軍部・警察・保守勢力が変化し，かっ

分裂していることである。軍部・警察のうち，ピ

ノチェー将軍が司令官である陸軍は新政権に敵対

的であるが，海軍・空軍・警察は比較的好意的で

ある。また保守勢力は2つに分裂している。

第5に，以上の理由のため，社会的混乱を収拾

い秩序を維持するために政権を掌握したり，か

つてのように反共産主義を掲げるような， 31震・

警察を統合した軍事政権が台頭する根拠は薄いこ

とである。

したがって，以上を前提として言いうるのは，

エイルウィン政権は比較的安定的であることが想

定されるが，その行方の鍵を握っているのは，や

はり「文民統制問題」「人権侵害究明問題」「司法

改革」の側面での政治的・制度的民主化の促進を

チリの民主化問題と新政権の課題

めぐる，軍部・警察・保守勢力との関係の先行き

如何ということになる。軍部・警察・保守勢力の

徹底的な抵抗が予想されるだけに，これらの問題

がどう展開するかは予断を許さない。特に「人権

侵害究明問題」では，対立が深刻化して，軍部・

警察・保守勢力の団結を招来し，民主化勢力の内

部分裂を引き起こすことが，あるいはあるかも知

れない。エイルウィン政権は政権獲得以前から

「交渉・合意」を政策の基本に掲げて実践してき

た。そこで試されるのはこれらの面での新政権の

「交渉」政策のあり方如何であると言える。新政

権の4年間を注目したい。

（アジア経済研究所地域研究部）

〔付記〕 本稿はアジア経済研究所「80年代ラテンア

メリカの政治社会変動」研究会〔1989年度〉の成果の

一部である。
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